
品質不正ならではの発生原因を踏まえ、未然防止のための仕組みや風土、 
不正発生時の対処から再発防止策まで、あらゆる局面で支援いたします

品質不正多発の背景
近年、品質データの偽装や捏造・改ざん、製
造・検査工程における法定基準・顧客仕様
の非準拠、無資格検査などといった品質不正
が多数発生しています。
上記のような品質不正が発覚した場合、企業
は顧客や社会に対する説明や規制当局・監督
官庁への対応のほか、信用失墜による売上低
迷や賠償責任に発展する恐れがあるなど、企
業の存続にも重大な影響を与えかねません。
当グループが実施した調査によると、多くの企
業が品質不正を防ぐための取り組みとして「教
育」や「トップメッセージの発信」は積極的に
実施している一方で、「組織」や「制度・仕組み」
などガバナンスの根幹にまで踏み込んだ対策
には多くの企業が課題を持っています。

品質不正に関するガバナンス強化

50％

定期的なコンプライアンス教育

不正を防止する企業方針、トップメッセージの発信

定期的な品質・コンプライアンス監査の実施

製造部門・サービス提供部門の品質及び能力の強化

不正発覚（疑いのある場合を含む）の対応基準の整備・運用

開発段階における製品・サービス規格の明確化

品質保証・審査部門の自動化・システム化

生産能カ・供給能力に見合った受注量調整

その他

取り組んでいることは特にない
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品質不正を防ぐための
取り組みとして、「教育」や
「トップメッセージ発信」を

挙げた企業が多い

一方で、品質保証部門の体制強化や、基準・規格の
整備・運用など、「組織」や「制度・仕組み」にまで踏み
込んだ対応を行っている企業は依然として少ない

動機
（プレッシャー）

機会

正当化

原因（例）

多くが「組織」や「制度・仕組み」といった
ガバナンスの問題不正発生

ガバナンス強化施策（例）

• 経営目標や予算策定時に、品質リスクが過小評価されて
いる

• 付加価値や競争力を失った事業／商品を抱え続けている
• 営業や製造部門の力が強く、品質保証部門が脆弱である

• 従業員のコンプライアンス意識が欠如している
• 品質に関するルール・基準等が欠如／形骸化／陳腐化
している

• 生産現場が閉鎖的で、外部からの規律が働いていない

• 業務がマニュアル作業・人的コントロールに過度に依存
している

• 品質データを社内で共有するシステム基盤が整備されて
いない

• 品証・内部監査部門による牽制・モニタリングが不足して
いる

• 経営による過度な業績目標・ノルマ
• 顧客や営業からの過度な短納期・コスト削減要請
• 圧倒的に不足している検査人員・設備

• 売上・納期の為なら多少の違反は認められるとの
意識

• 法規制より自社の基準が正しいという勝手な解釈
• 前任者も行っていたので問題ないという誤った
認識

• データの捏造・改竄が可能な脆弱な統制環境
• 情報の隠蔽が可能な品質データのブラック
ボックス化

• 外部の目が入らない閉ざされた生産現場

• 戦略リスクを含むリスクマネジメント
態勢高度化

• 品質リスクに対する監督強化

戦　略

• 不正リスクカルチャーサーベイ
• コンプライアンス研修支援

組織風土・価値観

• データの自動記録や改ざん防止の
ためのシステムの導入

• 品質不正内部監査

制度・仕組み

• 不正発見アナリティクスの導入
• IoTの活用による検査工程の自動化

業　務

• 品質委員会・品質保証部などの
組織・会議体の設計・運用

組　織

発生までの過程（例）

発生原因・解決すべき課題はガバナンス
品質データ捏造や改竄などの品質不正は、個人的な利益のために行われる一般的な不正とは異なり、組織からのプレッ
シャーにより行われるケースや、当事者に自覚がないまま無意識に行われるケースが多くみられます。これらのケースを
防止するためには、従業員の倫理観に頼った「教育」や「トップメッセージの発信」だけではなく、プレッシャーや機会を
与えないための組織体制や社内の制度・仕組みを整備することで、予防が可能となります。

品質不正の発生原因と強化施策

企業が実施する品質不正の防止策（デロイト トーマツ調査）

出所：デロイト トーマツ「企業の不正リスク調査白書2022-2024」
(https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/frs/jp-fraud-survey.html）
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提供サービス・Why Deloitte？
デロイト トーマツ グループでは、品質不正ならではの発生原因を「動機」
「機会」「正当化」という不正のトライアングルに分解して整理し、組織
風土・価値観だけでなく、戦略、組織、制度・仕組み、業務に至るま
で予防のための支援をいたします（「品質ガバナンス簡易診断サービ

• 初動対応方針策定・体制構築支援
• 初期ステークホルダー対応支援
• 内部通報受付窓口

初動対応
• 再発防止策の策定・導入支援
• 品質ガバナンス再設計・導入支援
• 改善報告書作成支援
• 組織風土改革支援

再発防止

• 調査実施・報告書作成支援
• 各種委員会運営PMO支援
• 調査委員派遣サービス
• データアナリティクスサービス
• デジタルフォレンジックサービス

不正調査

• 対策本部PMO支援
• クライシスコミュニケーション支援
• 緊急業務設計・運用支援
• 財務インパクト分析支援

危機対応

• 損害額立証支援
訴訟・係争

• 戦略リスクを含むリスクマネジメント態勢の高度化支援
• 取締役会機能の高度化支援（品質リスクの監督強化）
• ポートフォリオマネジメント高度化支援
• 戦略的サプライチェーンマネジメント高度化支援

• 組織・会議体の設計・運用支援
 （CQO・品質委員会・品証部門等の役割・権限・レポートライン等）

• グループガバナンス高度化支援

組　織

• デジタル基盤による品質データ管理高度化支援
• 品質不正監査実施支援
• 品質コンプライアンス態勢高度化支援

（法規制モニタリング、規程・マニュアル管理等）
• 内部通報マネジメントシステム構築支援

制度・仕組み

• データの自動記録や改ざん防止のためのシステムの導入支援
• 不正発見アナリティクスの導入支援
• IoTの活用による検査工程の自動化支援
• 品質不良を出さないための製造工程見直し（TQM）支援
• 品質マネジメントシステムの認証取得・維持（ISO等）支援

業　務

• 不正リスクカルチャーサーベイ
• コンプライアンス研修支援

組織風土・価値観
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戦　略

品質ガバナンス関連サービス（例）

ス」ではこれらの項目を総合的にアセスメントいたします）。
また、品質不正が発生してしまった場合の初動対応、不正調査、危機
対応などの対処や、再発防止策まで、あらゆる局面で支援いたします。
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